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旭川工業高等専門学校債権管理事務取扱要項

（趣旨）

第１条 旭川工業高等専門学校における債権の管理に関する事務の取扱いについては，独

立行政法人国立高等専門学校機構会計規則（平成16年規則第34号 ，独立行政法人国立）

高等専門学校機構会計事務取扱規則（平成16年規則第36号 ，独立行政法人国立高等専）

門学校機構出納事務取扱規則（平成16年規則第37号）及びその他の法令又はこれらに基

づく特別の定めのあるもののほか，この要項の定めるところによる。

（債権管理事務担当係）

第２条 出納命令役の取扱いに係る債権の管理事務は，総務課財務係において行う。

（通知義務者）

第３条 契約担当役又は収入の原因となる事実の発生を知りうる職務にある者は，収入の

原因となる事実が生じたときは，直ちに収入契約決議書に証拠書類を添付して出納命令

役に送付しなければならない。

（収入の調査決定）

第４条 出納命令役は，前条の送付を受けたときは，当該収入が法令，独立行政法人国立

高等専門学校機構の諸規則又は契約の趣旨に反していないか，納付させる額の算定に誤

りがないか，所属年度，予算科目及び勘定科目に誤りがないか，納入者，納付期限及び

納付場所が適正であるか等を調査し，適正であると認めたときは，その取引について伝

票を作成し，これにより記録及び整理するものとする。

（請求）

第５条 次に掲げる債権の請求は，次に定める方法で行うものとする。

(1) 授業料債権にあっては，旭川工業高等専門学校学則（昭和37年制定。以下「学則」

という ）第３１条第２項に規定する納付期間の初日に，請求金額，納入期限及び納。

入方法等を記載した文書により行うものとする。

(2) 寄宿料債権にあっては 旭川工業高等専門学校寄宿舎規程 昭和37年制定 以下 寄， （ 。 「

宿舎規程」という ）第７条に規定する納付期間の初日に，請求金額，納入期限及び。

納入方法等を記載した文書により行うものとする。

(3) 入学料免除の申請をした者に係る入学料債権の請求の時期は，入学料免除の不許可

及び半額免除の許可の日に，請求金額，納入期限及び納入の方法等を記載した文書に

より行うものとする。

（督促）

第６条 総務課財務係は，督促を行う場合は別表により行わなけれはならない。ただし，

出納命令役がこれによりがたいと認めた場合は異なる方法により督促することができ

る。

（報告）

第７条 出納命令役は，前条の規定により履行の請求をしてもなお授業料，寄宿料債権の

未納の者があるときは，授業料債権については学則第３９条，寄宿料債権については寄

宿舎規程第１１条の規定に基づく措置をするよう次の事項を校長に報告することができ

る。



(1) 該当学生の学科・専攻名，入学年度，学籍番号，氏名

(2) 未納内訳（期分，金額）

(3) その他参考となるべき事項

附 則

この要項は，平成９年４月１日から施行する。

附 則（平成１６．４．１ 達第５３号）

この要項は，平成１６年４月１日から施行する。

附 則（平成１９．３．１３ 達第５９号）

この要項は，平成１９年４月１日から施行する。

附 則（平成２２．３.９ 達第２１号）

この要項は，平成２２年４月１日から施行する。



別表

１ 授業料債権の督促手続

別に定めるものとする。

２ 寄宿料債権の督促手続

回 数 方 法 相手方 時 期

１ 文書督促 学資支給人 納付期限経過後４５日以内

２以降 口頭督促 学資支給人 必要に応じて

３ 上記以外の債権

所定の納付期日までに納入しなかった者について総務課財務係は，独立行政法人国立

高等専門学校機構出納事務取扱規則第８条に基づき文書により督促するものとする。
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